


使用者概念の拡大 と労働者派遣
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 第1章 不 当労 働 行 為 の 主 体 と して の使 用 者概 念

1.労 働組合法上の使用者概念

 労働組合法は，その第3条 において 「この法律で 『労働者』とは，

職業の種類を問わず，賃金，給料その他 これに準ずる収入によって

生活する者をいう.」と規定する.し かし，使用者については， その

語が条文 中に数多 く用いられているにもかかわらず，その定義規定

を置いていない.「これはこの法が，労働者の団結権，団体交渉その

他の団体行動をする権利 を保護助成す ることを目的とするところか

ら，使用者の範囲を定めることが必要ない と解されたから」(1)であ

る.こ のように労働法には，同法の権利主体 たる労働者の定義規定

はあるが，使用者の定義規定はないので，その意義は解釈学的に明

らかにされねばならない.

 この点学説では，たとえば 「労組法第3条 によって定 まる意味の

労働者を使用するすべての者を含む」(2)と いうように，労組法にお

ける使用者 を労働者の相対概念 として把握 しつつ，同法の目的およ

び各々の規定の趣旨に照 らして解釈するという一般的立場が確立さ

れた。(3)す なわち，労組法上の 「使用者」という語は，同法第6条

の団体交渉の主体，第7条 の不当労働行為の主体，第14条 の労働協

約の当事者等 を意味するもの として用いられている.そ して， これ

らは労組法の構造上互いに密接に関連 しつつ，各規定の趣旨により

各々が独 自の概念として位置づけられるのである.た とえば，不当

労働行為の主体 としての使用者は 「同制度 における特殊の概念であ

り団体交渉の主体や労働協約の当事者である使用者 とは異なる概念

である」.(4)
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2.不 当労働行為の主体 としての使用者概念

 米国の タフ ト・ハー トレー法(Labor-Management Relations Act

(1947))は ，その第8条(a)お よび(b)に おいて使用者お よび労働組

合 を主体 とする不当労働行為を規定する.一 方，わが国では労組法

第7条 において使用者にのみ不当労働行為 を禁止 してい る.タ フ

ト・ハー トレー法は，その 目的を労使関係の安定による産業平和の

維持に置き，この観点か ら，労使双方に行政的ないし権力的規制 を

加える.こ の点，労働者の団結権 を保護 ・助成す ることを目的とす

るわが国の労組法 とは異なる.

 では，わが国におけ る不当労働行為の主体 としての使用者とはど

のような者 をい うのか.前 述のように，不当労働行為の主体 として

の使用者は， これが労働者の相対的概念であることならびに同法の

目的および不当労働行為の制度趣旨に照 らして解釈されることにな

る.労 働者 と雇用契約関係で結ばれている者は不当労働行為の主体

たる使用者であることは争いがない.よ って，この場合の争点は不

当労働行為の主体は雇用契約の当事者に限定されるのか といっこと

にある。(5)こ の点，学説および判例は概ね雇用契約外への「使用者

概念の拡大」 を認めている。(6)以 下，この点について検討する.(7>

3.使 用者概念の拡大に関する学節と裁判例 ・命令

 使用者 と労働者を一般 的に関係づけているのは雇用契約であるか

ら，不当労働行為の主体 としての使用者は，労働者 と雇用契約関係

によって結ばれた者であるという解釈が成 り立つ.す なわち 「ここ

にいう使用者の意義については労基法10条 のような定義規定がない

か ら，使用者本来の意義，すなわち，労働契約の当事者たる使用者
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の意に解 さねばなるまい。」(8)と いうものである.(雇 用契約説)

この立場に立つ命令には，東洋レミコン運輸事件に関する愛知地労

委命令(9)や 油研工業事件に関する神奈川地労委命令(10)等 がある.

東洋 レミコン運輸事件は親会社の東洋 レミコン会社が，かつて会社

の一部門であり密接 な関係にあった運輸業務を行 う子会社の従業貝

を，反組合的態度で休業させた後，解雇 した という事件 である.こ

れに対 して，愛知地労委は 厂不 当労働行為の主体たる 『使用者』と

は，不当労働行為制度の趣旨が，原状回復 を命ず るものであること

か ら考えてみれば，当該命令 を履行 し得 る権限お よび能力を有する

地位にある者に限られるのは，けだし当然であって， この意味から

は，あ くまでもその主体は，直接の労働契約上の主体たる使用者に

限 られるもの と解すべ きである.」 として親会社の使用者性 を否定

した。 また，油研工業事件は，油圧機器の製造販売会社 との請負契

約に基づ き，請負会社か ら派遣 されて受入企業の作業場 内で設計図

の制作に従事していた社外工に対する仕事の打切 り通告，すなわち

当該請負契約の解除が不当労働行為かが争われた事件であるが，神

奈川地労委は雇用契約説に立ち受入企業の使用者性 を否定 した.こ

の立場に立つ裁判例には，阪神観光事件第一審判決(11)お よびそれ

を維持 した第二審判決(12)が ある.こ れはキャバ レーの経営者が専

属バン ドマンの所属する労働組合による団体交渉申入れを拒否 した

ことに関する中労委命令(13)を 取消して，その使用者性 を否定 した

ものである.

 次に，労組法上の労働者には現に就労 していない失業者および退

職者 も含 まれること，ならびに解雇や会社合併の問題 を勘案すると，

使用者 とは，近い過去および近い未来に雇用関係によって結ばれた
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者ないし結ばれる者 という解釈が成 り立つ.(14)こ の点につ き，東

京地労委は，合併後の会社社長が会社合併以前に反組合的演説を行

ったプ リンス自動車事件(15)に おいて，「労働組合法第7条 にい う

『使用者』とはz必 ずしも現に当該労働者 を雇用 しているものに限

られるわけではな く， その者 との間に，やがて雇用関係の成立す る

可能性が現実かつ具体的に存す るもの もまた使用者 と解すべ きであ

る.」 として合併後の会社の不当労働行為を認めた.

 昭和40年 代の日本経済の発展および産業構造の再編による企業活

動の複雑化は，企業の系列下や各部門の法人化，請負契約を形式と

する実質的労働者派遣の活発化を促 した.そ して，派遣 を伴 う専属

的下請や親会社 ・子会社等の関係において，受入企業や親会社が，

下請会社や子会社 に不当労働行為 を強制 した り，⑯ その労働者に

直接反組合的圧力 を加 えるようになると，(1?)労 働者 と使用者の関

係を雇用契約を中核 として理解する従来の説では， これらの受入企

業や親会社に対 して不当労働行為の責任 を問うことはできない.し

か し， これを不当労働行為 として認めないことは，労働者の団結の

保護助成 という労組法の 目的および不当労働行為の制度趣旨と相容

れない.こ うした観点か ら，労働者 と使用者の相対的関係を雇用契

約に求めることに批判的な見解が唱えられた.(18)

 この説は，不当労働行為におけ る 「使用者」は，「労働契約の当

事者か どうかという市民法的形式的基準に従 ってとちえるべ きもの

ではな く，問題の所在に則 した不当労働行為法独自の実質的基準」

に従って把握されるべ きであるとし，(19)不 当労働行為における使

用者 とは 厂団結権の行使を抑圧 し得る特別 な力をもっている者，す

なわち，労働者の人事や労働条件等の労働関係上の諸利益に対 して
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影響力ないし支配力をおよぼし得 る地位にある者」(20)と す るもの

である.(支 配力説)

 この立場の裁判例 として，油研工業事件第一審判決 ⑳ がある.

これは前述の油研工業事件初審命令(22)の 取消が争われたものであ

る.裁 判所は 「労組法第7条 にい う 『使用者』 とは，被用者を使用

してその労働力 を処分する者，すなわち， 自らの権限に基づ き労務

を適宜に配置，按配して一定の目的に達せんとする者であるか ら，

雇用契約上の雇用主の地にも，被用者の入事 その他の労働条件等労

働関係上の諸利益に対 しこれと同様の支配力を現実かつ具体的に有

する者 をも含む と解すべき」 と判示 し，受入企業の油研工業は社外

工の 「労働関係上の諸利益に対 し雇用契約上の雇用主 と同様の支配

力を直接，現実かつ具体的に有 している」 としてその使用者性を認

めた.(23)第 二審判決(24)も 同様の立場か ら第一審判決 を維持 した.

 また， この立場の命令 として， 日清製粉事件に関す る栃木地労委

命令(25)が ある.日 清製粉 との運送請負契約に基づ き運送下請会社

の運輸連から日清製粉の工場に派遣されていたいわゆる社外工が，

日清製粉の合理化計画に ともなう運送請負契約の解除にょり仕事 を

失い，社外工所属の労働組合がこれについて日清製粉へ団体交渉を

申入れたところ拒否 されたというものである.こ れに対 して，栃木

地労委は日清製粉 と運輸連の使用者性 を重畳的に認めた.(26)

 多くの学説および命令 ・下級審裁判例が，使用者であるかどうか

の判断基準 を労働関係上の諸利益に対する支配力ないし影響力に求

めている.(27)も っとも， これ らの支配力ないし影響力の捉 え方は

論者および労働委貝会 ・裁判所においで 様 ではない.(28)い った

い 「支配力ないし影響力の存在」 とは，労働関係上の諸利益にたい
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してどの程度の作用を及ぼす場合 をいうのであろうか.こ の点，「な

んらかの影響力」や 「直接の支配力」等の概念が唱えられたが， そ

の内容はこれらの概念の分析のみによっては明確化 しえないであろ

う.(29)よ って，今後の命令 ・裁判例の集積による具体的判断基準

の確立が重要である.(30)

 これに対 して，不当労働行為における使用者概念を統一的判断基

準の もとで把握す ることには賛成するが，支配力説の判断基準は明

確 でな く妥当でないと批判す る立場がある.(31)そ して，不当労働

行為の主体 としての使用者は 「労組法3条 にい う労働者概念の相対

概念として とらえるべ きでな く，かか る労働者の団結および団結活

動 と相関的に使用者概念を把握すべ き」 とし 「不当労働行為の主体

としての使用者概念を定義づけるならば，それは，労働者の自主的

な団結 と，団結 目的に関連して対向関係に立つ ものを指す」(32)と

す る.

 このような学説や命令 ・裁判例の状況において，以下のような立

場が唱えられた.す なわち，この説は 「不当労働行為救済制度の 目

的は，労働者が団体交渉その他の団体行動のために労働組合を組織

し運営す ることを擁護すること，なちびに労働協約の締結を主 目的

とした団体交渉 を助成することにあるので(労 組法1条1項 参照)，

不当労働行為禁止規定によって規制を受ける 『使用者』 とは，労組

法がこのように助成 しようとする団体的労使関係上の一方当事者た

る使用者を意味する.そ して，この団体的労使関係は労働者の労働

関係上の諸利益についての交渉を中心 として展開されるものなので，

労働契約関係ないしはそれに近似ないし隣接 した関係 をその基盤 と

して必要 とする.」「こうして，不当労働行為禁止規定における 『使
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用者』 とは，労働契約関係ないしはそれに近似 ないし隣接する関係

を基盤 として成立す る団体的労使関係上の一・方当事者を意味する.」

(33)とす る.そ して，「労働契約関係ないしはそれに近似ないし隣

接する関係」について，近い過去および近い未来における労働契約

関係，親会社が子会社の業務運営や労働者の待遇に支配力を有 して

いる場合の親会社 と子会社従業員の関係，業務請負契約ないし労働

者派遣契約により， 自己の労働者 を当該他企業に提供 している場合

の受入企業 と社外労働者の関係等が問題 となりうるとされる.支 配

力説は，不当労働行為の主体 としての使用者を労働契約関係を中核

として把握す ることに対するアンチテーゼ として提唱されたもの と

考えられるが， この説はこれらの実質的判断基準が承認された後に

唱えられた.そ のため，この説の議論の力点は実質的判断基準の定立

ではな く，その基準の具体化 ・限定化にあるように思われる.

4.使 用者概念の拡大に関する最高裁判例

 以下のように労組法上の使用者概念については，労組法上に定義

規定がないので，使用者概念 と労働者概念の相対的関係ならびに労

組法の目的および各規定の趣旨に照 ちし個別的に解釈される.よ っ

て，不当労働行為の主体 としての使用者 もこの規定独 自の概念 とし

て把握 される.そ して，学説および命令 ・下級審裁判例において，

この使用者概念を労働関係上の諸利益に対する支配力ないし影響力

の有無 という実質的判断基準により判断する立場が確立 した.こ れ

に対 して，最高裁はこのような実質的判断基準を用いることに慎重

であるように思われる.こ の点について判断 した判例には，油研工

業事件判決(34)・ 中 日放送事件判決(35)・ 阪神観光事件判決(36)が
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ある.

 まず，油研工業事件は，前述のように油圧機器の製造販売会社 と`

の請負契約に基づ き，請負会社か ら派遣 されて受入企業の作業場内

で設計図の制作に従事 していた社外工に対す る仕事の打切 り通告，

すなわち当該請負契約の解除が，不当労働行為に該 当するかが争わ

れた事件である.神 奈川地労委は，雇用契約説の立場から受入企業

の使用者性を否定 して棄却命令(37)を 発 したが，その取消訴訟の第

一一審判決 ㈹ は支配力説の立場か らその使用者性 を認めて当該命令

を取消した.第 二審判決 ㈹ も同様の立場か ち第一審判決を維持 し

た.

 これに対 して，最高裁は，原審において認定 された諸事実，すな

わち(1)受 入企業の油研工業が社外工 を派遣する外注業者の実態に

全 く無関心であったこと，(2)社 外工 は，受入企業の就業規則は適

用 されないものの，受入企業の従業貝 と同一の時間拘束され，受入

企業の指揮命令の下で同一の作業に従事 していたこと，(3)受 入企

業の支払った外注業者宛の請負代金は，各社外工の作業に対する労

働時間または出来高に対応した対価の合算であ り，各社外工はそれ

を作業実績に比例 して配分 していた，(4)当 該外注業者は受入会社

の納税関係上の要請により設立された もので，法人格を具えた外注

業者か ら請負契約に基づ き派遣された社外工 との体裁を整 えるため

の形式にす ぎないこと，等か ら 「両者の間には労働組合法の適用 を

受けるべ き雇用関係が成立 していた ものとして」受入企業は社外工

との関係において 「同法7条 にいう使用者にあたると解するのが相

当である.」 と判示 して，原判決を維持 した.

 次に，中日放送事件は，放送事業を目的 とする会社 と放送出演契
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約 を締結 していた楽団員等により結成された労働組合の団体交渉申

入れを会社が拒否 したことが不当労働行為になるかが争われた もの

である.愛 知地労委は楽団貝 と会社 との間に使用従属関係があると

は認めず，会社の使用者性 を否定 して棄却命令(40)を 発 した.そ し

てこの命令の取消訴訟において，名古屋地裁は，「契約文言の上か

らは，民法の典型契約である雇用契約 とは 目し得ず ，形式的にはい

わゆる諾否 自由で対等の地位に立つ もの と考えられるにかかわらず，

実質的には，経済的弱者 として相手方による労働条件の一方的決定

を甘受せ ざるえない状態にあると認め られる場合には，」これを 「使

用従属関係にあるもの として労組法の保護を受ける労働者 と認める

のが相 当である.」 と判示 し，当該楽団員の労働者性 を肯定 して地

労委命令 を取消 した.㈲ 第二審判決(42)も 第一審判決を維持 した.

 これに対 して，最：高裁は，原審の認定 した事実に基づいて(1)本

件放送出演契約は 「楽団員をあらか じめ会社の事業組織のなかに組

み入れてお くことによって，放送事業の遂行上不可欠な演奏労働力

を恒常的に確保 しようとするもの」であること(2)「会社において

必要 とす るときは随時その一方的に指定す るところによって楽団員

に出演を求め ることができ，楽団員が原則 としてこれに従 うべ き基

本的関係がある以上，た とえ会社の都合によって現実の出演時間が

いかに減少 したとしても，楽団員の演奏労働力の処分につ き会社が

指揮命令の権能を有 しないもの ということはできない」 ということ，

(3)「 その出演報酬 は，演奏によってもたらされる芸術的価値 を評

価 したもの というよりは，む しろ，演奏 という労務の提供それ自体

の対価 であると見 るのが相当」であること，等を判断 した上 で，楽

団員は 「会社に対する関係において労働組合法の適用を受けるべ き

             一10一



労働者にあたると解すべきである.」 と判示 し，不当労働行為の成

立を認めて，原判決 を維持 した.

 最後に，阪神観光事件は，前述のように，キャバ レーの経営者が

キャバレーの専属バン ドマン等の所属する労働組合による団体交渉

申入れを拒否 したことが不当労働行為 となるかが争われた事件であ

る.本 件の争点はキャバ レー経営者の使用者性の有無であるが，大

阪地労委および中労委はこれを認めて救済命令(43)を 発 した.し か

し，阪神観光事件第一審判決(44)に おいて，裁判所は，雇用契約説

の立場か らキャバ レーの経営者の使用者性 を否定して救済命令を取

消 した。そ して，第二審判決(45)も これ を維持 した.中 労委はこれ

を不服 として上告 し，その上告理由において，労組法第7条 にいう

使用者 とは 「不当労働行為制度の趣旨に照 らし，私法上の契約等の

概念に捉われることなく，合 目的的に解釈 されねばならない.」 「不

当労働行為制度の趣旨に照 らし，合 目的的に解釈 される 『使用者』

とは， 当該労働関係の具体的な諸事情 を総合 して，実質的な労働の

実態か ら，使用者権限を実質的に行使する者，換言すれば，使用従

属関係にある労働者0)労 働関係上の諸利益に対 し実質的な影響力な

い し支配力を及ぼす者 をい うと解 される.」 と主張 した.

 これに対 して，最高裁は，原審の認定 した事実か ら，(1)楽 団員

は会社に必要な団体演奏者 としてその営業組織に組み入れられてい

たこと，(2)キ ャバ レーの営業 に合わせ会社の指定する時間にその

包括的に指示する方法によって長年月継続的に演奏業務 に従事 して

きたこと，(3)会 社から支払われる演奏料は楽団演奏 という労務の

提供それ自体の対価 と見 られること，が認め ちれるとする.そ して，

これらの諸点に照 らせば，指揮命令や対価の支払がバン ドマスター
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を介した間接的なものであった としても，楽団員は対価 を得てその

演奏労働力を会社の処分に委ね，会社は右演奏労働力に対す る一般

的な指揮命令の権限を有 していた ものというべ きであるとして，会

社は 「楽団員に対する関係において労組法7条 にいう使用者に当た

ると解するのが相当である.」 と判示 して，原判決を破棄 した.

 学説および命令 ・下級審判例が概ね支配力説の立場から使用者概

念の拡大 を認め るのに対 し，最高裁は，特に一般的判断基準を立て

ることな く原審の事実認定に基づいて個別的判断をしたにすぎず，

どのような立場に立 っているかは定かではないが，概ね(1)営 業組

織への組み入れ(2)指 揮命令権限の存在(3)労 務の対価の授受か ら使

用従属関係 を認定す るとい うものであろう.ま た，最高裁は 「労組

法7条 にいう使用者に当たる」 ということを認定 したのであ り，雇

用契約の存在 を認定 したものでもない.た とえば，油研工業事件は

「両者の間には労働組合法の適用 を受けるべ き雇用関係が成立して

いたもの」 と判示 しているが，この 「雇用関係」が個別的な雇用契

約関係を示す とは必ず しもいえない.な お，楽団員の労働者性が問

題 となった中日放送事件は，労働者概念と使用者概念の相対的関係

が前提 となった判断と考えられる.

5.使 用者概念の拡大に関す る今後の課題

 不当労働行為の主体 たる使用者概念は，労働者概念 との相対的関

係ならびに労組法の目的および不当労働行為制度の趣 旨に照 らして

独自に解釈 され る.こ の点，学説および命令 ・下級審判例 は，労働

関係上の諸利益に対する影響力ない し支配力の有無を基準 として判

断する.し か し，この影響力ないし支配力なる概念が， この概念 自
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体 の分 析 の み か らは 明確 化 し え な い こ とは 前 述 した.ま た， 支 配 力

とい う基 準 を重 畳 的 に運 用 す るか ま た は 二 者 択 一 的 に 運 用 す るか と

い う問 題 が あ る.こ の点 ， 請 負 契 約 に よ り受 入 企 業 に 派 遣 さ れ た下

請会 社 従 業 貝 の 組 織 す る労 働 組 合 に よ る受 入 企 業 へ の 団 体 交 渉 の 申

入 れ が 拒 否 され た朝 日放 送事 件 第 一 審 判 決 ⑯ お よび 第 二 審 判 決 ㈲

は 注 目 さ れ る.さ らに ，労 働 者 派 遣業 法 の 成 立 に と もな い 派 遣 先 と派

遣 労働 者 の 関 係 が 問 題 とな る.派 遣 法 上 は 派 遣 労 働 者 の 使 用 者 は 派

遣 元 で あ る.し か し， 労 組 法 上 の労 働 者 お よ び使 用 者 に 当 た る と さ

れ う る請 負 契約 に 基 づ き派 遣 さ れ た社 外 工 と受 入 企 業 との 関 係 は ，

派 遣 法 の成 立 ・施 工 後 は 同 法 の範 疇 に 属 す る こ とに な る.よ って ，

派 遣 先 に対 して 使 用 者 概 念 が 拡 大 され るか が 問題 とな る.特 に ， 団

体 交 渉 の 主 体 お よ び 団交 拒 否 の 不 当労 働 行 為 の主 体 と して 派遣 先 が

使 用 者 性 を 認 め られ るの か ， 命 令 ・裁 判 例 を待 ち た い.(48)

(1)菊 池勇夫=林 迚廣 ・全訂労働組合法75頁(昭 和59年).

(2)東 大労働法研究会 ・註釈労働組合 法49頁(昭 和24年).

 (3)菊 池=林 ・前掲書75頁 ，緒方節郎 「不 当労働行為 の主体」労働法大系4

   巻1頁(昭 和38年)， 外尾健 一 ・労働 団体法203頁(昭 和50年)， 東大労

   働法研究会 ・注釈労働組合法上巻336頁(昭 和55年)， 古西信夫 「使用者」

   現代労働法講座7巻148頁(昭 和57年).

 (4)石 川吉右衛 門 ・労働組合法280頁(昭 和53年).

 (5)本 多淳亮他 ・共同研究労働法2・ 不 当労働行為論29頁(昭 和44年)(本

   多教授執筆部分)， 岸井貞男 「不 当労働行為 におけ る使用者概 念」 沼田

   稲次郎他 ・シンポジューム労働団体法156頁(昭 和59年)， 宮里邦男 ・労

   働委員会141頁(平 成2年).          1

 (6)川 口實 ・労働法の争点新版56頁(平 成2年).  ・

(7)個 別的労働関係の存在 をもって労組法上の使用者性 を認める黙示の労働

   契約，時事的契約 関係，法人格否認の法理，実質的同一性 の理論は論 じ
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  ない.

(8)浅 井清信 ・日本労働法原理改定版73頁(昭 和62年)但 し，教授 は第三者

  の強制につ き，第三者を共同の使用者 と見ることを肯定 され る.

(9)愛 知地労委昭41・6・22命 令集34・35集348頁.

(10)神 奈川地労委42・5・12命 令集36集313頁.

(11)東 京地判昭54・8・30労 民集30巻4号852頁.判 例評釈 として，松田保

  彦 ・判例評論260号48頁 ，毛塚勝利 「バ ン ド楽団員の 『労働者』性」労

  判334号4頁.

(12)東 京高判昭57・8・10労 民集33巻4号737頁.

(13>中 労委昭50・11・5命 令集57集544頁.

(14)東 大註釈54頁 ，緒方 ・前掲論文4頁 ，蓼沼謙一 「不 当労働行為の主体 と

  いわゆ る第三者」季労59号15頁 ，木村慎一 「不当労働行為 の主体J新 労

  働法講座 第6巻60頁(昭 和42年)。

(15)東 京地労委昭41・7・26命 令集34・35集364頁.

(16)い わゆ る第三者の強制の問題 である.緒 方 ・前掲論文13頁 ，蓼沼 ・前掲

  論文4頁 ，木村 ・前掲論文69頁 ，山恵木材事件最三小判昭46・6・15民

  集25巻4号516頁(雇 用契約上の権利の存在確 認請求).

〈17)い わゆる不当労働行為 とりわけ支配介 入の現実 の行為者 と使用者へ の帰

  責についての問題 である.木 村 ・前掲論文65頁 ，大和哲夫 「使用者の行

  為 」現代労働 講座7巻189頁.

(18)木 村 ・前掲論文59頁 ，本多 ・前掲書29頁(本 多教 授執筆部分)， 岸井貞

  男 ・不 当労働行為の法理論219頁(昭 和53年).第 三者による強制 は 「使

  用者概念の拡大」の契機 の一つであった.川 口實 ・労働法実務大系15・

  特殊雇用関係162頁(昭 和49年)， 蓼沼 ・前掲論文4頁.

(19>岸 井 ・法理 論148：頁， さらに この説は， この判断基準の もとに不当労働

  行為 の現実の行為者の問題，救済命令の名宛 人の問題 も含めて，不 当労

  働行為における使用者概念 を統一的に とらえようとする.岸 井 ・前掲論

  文161頁 ，中山和久他 ・注釈労働組合法 ・労働関係調整法162頁(平 成1

  年)(岸 井教授執筆部分).

(20)岸 井 ・前掲論文161頁 ， 同 ・注釈労組法 ・労調法161頁.同 旨，本 多淳亮
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   「不 当労働行為論 における労働者 と使用者の概念」季労148号21頁.

(21)横 浜地判昭47・10・24労 判163号46頁.判 例評釈 として，川 口實 「社外

  工の雇用 関係」昭和47年 度重要判例解 説178頁 ，阿久沢亀夫 「不 当労働

  行為におけ る使用者の概念」法研46巻4号76頁.

(22)神 奈川地労委昭42・5・12命 令集36集313頁.

(23)雇 用契約上 の雇用主である子会社の使 用者性は否定 された.

(24)東 京高判昭49・5・29速 報852号29頁.

(25)栃 木地労委昭48・2・2命 令集49集65頁.地 労委は 日清製粉 と運輸連の

  使用者性 を重畳的に認めて救済命令 を発 した.

(26)主 文 においては被 申立人たる日清製粉 に命令 して いるが，理由において

  運輸連 と連帯 して団体 交渉 をしなければ ならない旨述べ ている.こ のよ

  うに命令の履行 の責任 を不 明確に したまま判断す るより， 当事者の追加

  の規定を用 いて両者 を被申立人にす るほ うが よかったのではなか ろうか.

(27)裁 判例 ・命令 をまとめ たもの として，岸井 ・法理論232頁 ，経営法曹会

  議編 ・労働判例十年 の動向下巻740頁(昭 和57年).

(28)以 前，岸井教授は 「何 らかの影響力 を及ぼ し得 る地位 にあ る一切の者」

   (岸井法理論148頁)と されていた.範 囲に差 異がある と思 われる.ま

  た，本 多教授 は 「労働関係上の諸利益に何 らかの直接的 な影響 力や支配

  力 を及ぼ しうる地位にあ る者」(本 多 ・前掲書30頁)と してその範囲 を

  限定 していたが，本 多 ・前掲論文で訂正 された(21頁).

(29)こ の点について，岸井教授は 「実質的概念につ きま とう弾力性」 と説明

  され る.岸 井 ・前掲論文168頁

(30)こ の点につ いて，塚本重頼 ・不 当労働行為の認定基準24頁(平 成元年).

(31)外 尾 ・前掲書207頁.

(32)外 尾 ・前掲書208頁.

(33)菅 野和夫 ・労働法第三版585頁(平 成5年).

(34)最 一小判昭51・5・6民 集30巻4号409頁.判 例 評釈 として，秋 田成就

   「社外工 と労組法上の使 用者」昭和51年 度重要判例解説205頁 ，瀬元美

  知男 「不 当労働行為 と労組法上の使 用者」判例百選第5版132頁 ，道幸

  哲也 ・民商76巻2号259頁 ， 菅野和夫 ・法協95巻5号132頁.
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(35)最 一小 判 昭51・5・6民 集30巻4号437頁.判 例 評 釈 と して， 松 岡 浩 「放

  送会 社 楽 団 貝 の労 働 者 性 」法 研49巻9号64頁 ， 西 井 龍 生 ・民 商76巻2号

  112頁 ， 秋 田成就 ・ジュ リ652号126頁 ， 菅 野和 夫 ・法 協95巻5号138頁.

(36)最 一 小 判 昭62・2・26労 判492号6頁.判 例 評 釈 として， 馬渡 淳一・郎 「不

  当 労働 行 為 に お け る 『使 用 者』 性 」 昭 和62年 度 重要 判例 解 説218頁 ， 山

  川 隆一 「キャ バ レー 経営 会 社 の楽 団貝 に 対す る使 用 者性 」 ジュ リ939号1

  98頁.

(37)神 奈 川 地 労委 昭42・5・12命 令集36集313頁.

(38)横 浜 地 判昭47・10・24労 判163号46頁.

(39)東 京 高 判 昭49・5・29速 報852号29頁.

(40)愛 知 地 労委 昭41・2・19命'令 集34・35集711頁.

(41)名 古 屋地 判 昭46・12・12民 集30巻4号471頁.

(42)名 古屋 高判 昭49・9・18民 集30巻4号530頁.

(43)地 労委 命 令 ・大 阪地 労 委 昭49・4・13命 令 集53集268頁 ， お よ び 中労 委

  命令 ・中労 委 昭50・11・5命 令 集57集544頁.

(44)東 京地 判 昭54・8・30労 民 集30巻4号852頁.

(45)東 京高 判 昭57・8・10労 民 集33巻4号737頁.

(46)東 京 地 判2・7・19労 判566号17頁.判 例 評 釈 と して， 蔦 川忠 久 「下 請

  労 働 者 の 組合 の団 体 交渉 権 と労組 法 七 条 二号 の使 用 者」 平 成2年 度 重 要

  判 例 解 説191頁

(47)東 京 高 判4・9・16労 判624号64頁.判 例 評 釈 と して， 道 幸 哲 也 「重 畳

  的 使 用 者概 念 の 必要 性 」 労 旬1311号18頁 ， 菅 野和 夫 「業務 処 理 請 負 契約

  に よ る就 労 先 企 業 の団 体 交 渉上 の 『使 用 者 』 性 の有 無 」 ジュ リ1027号13

  1頁.

(48>こ の論 点 に つ い て ， 馬 渡淳 一 郎 ・三 者 間 労 務 供 給 契 約 の 研 究239頁(平

  成4年)お よび， 小 室 豊 允 ・使 用 者概 念 と労働 者 派 遣133頁(昭 和61年).
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第2章 朝 日放送事件における各審の使用者性 に

 関す る判断枠組み

           (1)1
.朝 日放送事件の概要

 朝 日放送事件 とい うのは，あらまし次のようなものである.す な

わち，放送事業 を営む朝 日放送(以 下 「会社」 という)が テレビ番

組制作のため下請会社 と請負契約を結んでその従業貝を制作の現場

に組み入れ，会社のディレクターの指揮監督のもとに撮影や照明の

業務に従事 させていた.然 るあいだ会社は， これら下請労働者の所

属する労働組合(以 下 「組合」 とい う)か ら，組合貝の賃上げ，一

時金，社員化，配転撤回等について団体交渉の申入れを受けた.会

社が拒否した ところ不 当労働行為であるとして組合から救済の申立

てがあった というものである.ち なみに下請会社は，独自の就業規

則をもち，賃金等労働条件について組合 と団体交渉 を行い，労働協

約を締結 していた.

 問題の中心は会社が本件組合員に対 して労組法第7条 の「使用者」

に当たるかであった.

 この点につ き，初審大阪地労委は，「配転撤回お よび社員化要求

にかか る事項を除 く勤務内容等会社の関与す る事項」について， ま

た，再審の中労委は，組合貝 らの番組制作業務に関す る勤務の割 り

付けなど 厂就労に係わる諸条件」に関 して，会社は労組法第7条2

号の 「使用者」に該 当す ると判断 し，団体交渉を拒否してはならな

いと命 じた，会社は中労委命令の取消 しを求めて訴 を提起 したが，

東京地裁は 「労務の提供過程 で問題 となる諸事項」については，会

社は 「労組法7条2号 の 『使用者』にあたる」 と判断 し，会社の請
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求を棄却 した.会 社控訴.東 京高裁は，会社の使用者性を否定 して

原判決を取消 し，地労委の救済命令 を取消 した.な お，中労委はこ

れを不服 として最高裁に上告 を提起 している.

2.朝 日放送事件におけ る各審の使用者性に関す る判断枠組み

 朝 日放送事件の東京高等裁判所判決を初審の大阪地労委 と再審中

労委の命令，それから行訴第1審 東京地方裁判所の判決 と読み比べ

てみると，高裁判決だけが，下請従業員に対する朝 日放送の使用者

性 を認めていない.

 そういう違いはどこから出て くるのか.私 見によれば，使用者性

の判断枠組みの違いによるところが大 きい.そ のように考えるわけ

を， いま各審の判断枠組みの比較によって見てみると，まず，東京

高等裁判所は労組法第7条2号 の規定する使用者の範囲を雇用主，

すなわち雇用契約の一方の当事者だけに限定 しないで 「雇用契約が

なくても，雇い主 と同一視 しうる程度に労働者の労働関係上の諸利

益に直接の影響力ないし支配力を及ぼ し得 るような地位にある者 を

含む」 と述べ ている.そ して，そのような使用者 とされるための影

響力ないし支配力の有無 を判断する基準は，「賃金，労働 時間，職

場への配置等の基本的な労働条件 を決定す る力」があるかどうかで

あると説いている.

 朝 日放送での東京高裁はこういう枠組みを作って適用 しているの

であるが，この枠組みによると，下請会社が独立の企業 としての実

体を備えていれば，基本的な労働条件について決定力を持っている

のが普通であるから，下請会社が使用者であ り，そのような力を持

たない親会社は使用者性を認められないとい うことにな りやすい.
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この枠組みだと，使用者イコール雇主 というのに非常に近 くなる.

か くして東京高等裁判所は朝日：放送の使用者性を認めていないので

ある.こ れに対 して大阪地労委と中労委，それか ら東京地方裁判所

は， この高等裁判所判決の枠組み と違 った枠組みを使 い，その適用

の結果，一定の範囲で朝 日放送の使用者性を認めている.も ちろん，

下請会社の使用者性 も認めているけれども，朝 日放送の使用者性を

重畳的に認めているのである.

 遡 るような形になるが，まず東京地裁の判断枠組みを見てみると，

東京地裁は使用者の意義 ないし範囲について，厂集団的労使関係上

の一方の地位にあるとされた当事者が 『使用者』に当たる」 と判示

している.そ うして，誰がそのような使用者に当たるかの判断の仕

方については，高裁判決 と違 って一般的判断基準を示 さない.高 裁

判決は，基本的労働条件 を決定する力を持っているかどうか とい う

基準で使用者性 を判断 したわけであるが，東京地裁の判決はそうい

う一般的基準 を示 さないで，厂個々の事案に即 して個別的に判断す

るほかない」と言っている.そ してその場合の目のつけどころは，

親会社は労働者に対 して一般的な指揮命令の権限を持っているか ど

うか ということ，要するに阪神観光事件の最：高裁判所の判決(2)を

下敷 きにしていると考える.そ して地方裁判所は，結局，「組合員

らを朝日放送は自己の従業員 と同様 に指揮監督 し，その労務の提供

過程で問題 となる諸事項，すなわち勤務時間の割 り振 り，休憩，作

業環境を実質的に決定 し直接に支配 しているのであるか ら， これ ら

の事項については朝 日放送は労組法7条2号 の使用者に当たる」 と

判断 している.こ こでは東京高裁 と違 って使用者性を下請会社 と朝

日放送に重畳的に認めているわけである.
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 次に中労委 と大阪地労委の判断枠組みについて述べ ると，ここで

は使用者とは何を指すかについて明言せず，勤務の実態ないし就労

の実際 を分析 し，そこに会社の指揮命令が見られるか どうかを検討

して使用者性を判断 している.こ の点は阪神観光事件の最：高裁判所

判決を下敷 きに した東京地裁判決 と同 じ手法 をとっていると考える.

そ してその結果を中労委についてみると，「朝 日放送 もまた本件組

合員らのテレビ番組制作業務に関 しては本件組合員らを自己の従業

員と同様に指揮監督 し，その就労に係 る諸条件 を実質的に決定して

きたのであるか ら，朝 日放送は本件組合貝 らの就労に係る諸条件 に

関しては労組法7条2号 の 『使用者』に該当す る」 と，判断してい

る.

 このように見てると，枠組みの違いが使用者性についての結論 を

分けたと言えるのではないかと思 う.

 ところで，東京高等裁判所の判断枠組みは，使用者概念を明確に

しているとい う点で考 えさせ るものをもっている.し かし，その枠

組みによると，使用者権限の一部だけを行使するもの，いいかえれ

ば，東京高裁のいう基本的労働条件 を決定す る力は持っていないけ

れども，使用者権限の一部 を行使 しうる地位に立つ者は使用者か ち

漏れて しまうのではないか.そ うであるならば不 当労働行為制度の

趣 旨，目的に照らして，それでいいのか ということを考えてみる必

要があるのではなかろうか.

3.労 働者派遣法 と派遣先企業の使用者性

 朝 日放送事件は派遣法施行前の事件であるが，派遣法の施行はこ

の種の事件にどうい う影響 を及ぼすかとい うことを簡.単に述べてお
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くと，派遺法は派遣労働者の雇用関係 と指揮命令を，派遣元 と派遣

先 とに分けている.そ こでは派遣先は派遣労働者 を自らの企業組織

に組み入れて指揮命令 して働かせ ることが認め られているわけであ

る。

 そこで，朝 日放送事件に関す る前述の労働委員会や地裁の判断に

従 うと，就労に係る事項については派遣先会社にも使用者性が認め

られ，団体交渉応諾義務が生 じそうであるが，派遣法 を見てみると，

派遣就業について苦情が生 じたら，派遣先は派遣元 と話 し合って処

理すべ きことが規定されている(40条).

 また，国会における派遣法の審議過程で政府が行 った答弁 を読ん

でみると(3)揺 れているようであるけれども，総合 して見 ると派遣

就業から生ずる苦情は，派遣先 と派遣元 とが話 し合 って解決するこ

とを期待 しているのではないか.団 体交渉は派遣元 と行 うべ きもの

と考えているのではないか と考える.

 ここで再び朝 日放送に関す る東京高等裁判所判決 を見てみると，

高裁は，基本的労働条件を決める力 を持 っている者が使用者で， そ

の使用者が団体交渉応諾義務 を負 うのだと言っているのであるから，

国会答弁にみ られる政府の立場に近いのではないか と思 う.

 いま仮にそのように考 えるとして，留意 しておいたほうがよい点

がある.と りあえず2つ ほ ど述べ ると，第1に ，労働基準法 とか労

働安全衛生法などの労働法規は派遣元に適用されるのが原則である

けれ ども，派遣法の第44条 と第45条 によると，派遣先に対 して労働

基準法や安全衛生法等の労働保護法規が適用される事項を定めてい

る.そ のように定めちれている事項については，派遣先が使用者責

任 を負い，団体交渉応諾義務 を負 うとい うことにならないか とい っ
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ことである.

 第2に 派遣元が労働条件を決めているように見える場合 でも，そ

れは形式的，外形的にすぎないという場合である.そ ういう場合は，

朝 日放送事件の判決や命令が生かされてくるのではないか.東 京高

等裁判所の判決によっても，実質的に基本的労働条件 を決定する力

を持っている者が派遣先だ ということになれば，派遣先が団交応諾

義務 を負 うことになるのではないか.こ ういう点を留意 しておいた

ほうがよいのではないかと考 える.

 最後に，東京高裁 も説いていることであるが，派遣先の使用者性

を認め，中労委のいう 「就労に係る諸条件」について団体交渉が義

務づけられるとすると，交渉の結果締結 される協定はどのような効

力をもつのか.ま た，それらの事項に関して争議行為が行われたら

それは，正当といえるのかが問題 となる.こ れちの点については次

章で詳 しく検討す る.(4)

(1)朝 日放送事件

  ①大阪地労委昭53・5・26命 令集63集430頁.

  ②中労委昭61.9.17命 令集80集714頁.

  ③東京地判平2・7・19労 民集41巻4号577頁(判 例評釈 に蔦川忠久 厂下

   請労働者の組合の団体 交渉権 と労組法7条2号 の使用者」平成2年 度

   重要判例解 説191頁 がある)

  ④東京高判平4・9・16労 判624号64頁(判 例評釈に中窪祐也 「下請企

   業労働者 と労組法7条 の使用者」ジュ リス ト1017号95頁 ，菅野和夫「業

   務処理請負契約 による就労先企業の団体交渉上の 『使用者』性の有無」

   ジュ リス ト1027号131頁 があ る.)

(2)最 ：1小判昭62・2・26労 判492号6頁.

(3)後 藤清 「国会審議の過程 で浮上 した労働 者派遣法の問題点」76頁.
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(4)本 章の参考文献 として， とりあえず馬渡淳一郎 ・三者間労務供給契約 の

  研究239頁 以下(平 成4年)と 菅野和夫 ・諏訪康雄 ・判1列で学ぶ雇用関係

  の法理286頁 以下(平 成6年)を あげてお く.
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第3章 使用者概念の拡大 と労働者派遣

1.問 題の所在

 派遣労働者における不当労働行為制度上の 「使用者」問題に関 し

ては，「使用者」の概念を労働契約上あ当事者に限定せず，さらに

拡大 していく考 え方が，判例，命令，学説 とも多数 を占めつつある

ことは第1章 で述べた とお りである.(1>し か し，「使用者概念の

拡大」に伴い，労組法第7条2号 の使用者 と認定された者が，派遣

労働者組合 と団体交渉をするにあたって，その対象事項に制限はな

いのか，締結される両者間の協約は労組法第16条 の規範的効力を有す

るのか， また派遣先の協約違反につき組合は労務不提供のス トライ

キが行えるのか， といった問題が生 じてくる.(2)(3)

 昭和61年 に施行 された労働者派遣法(9)に よると，派遣労働者 と

派遣先には労働契約関係は認め られないことにな り，まさにこうし

た点が問題 となってくるのである.従 来これ ちの問題は十分に取 り

扱われてこなかったが，派遣法の施行 もあり，今後大いに議論を呼

ぶ論点 となることが予想 される.

 使用者概念の拡大が もたらす問題 とは何か，そしてその諸問題に

いかに対応 してい くべ きか.判 例，命令の中には，使用者概念の拡

大に伴 う諸問題への解決を模索したとみられるものが存する， とり

わけ前章で紹介 された朝 日放送事件第一審判決(5)は ， まさに絶好

の素材提供 となるものであり，その判断枠組みは現実の雇用形態に

即応 したものであった.本 章の中心論点は，使用者概念の拡大の結

果生ずる，派遣労働者組合 と，組合員の契約上の使用者ではない派

遣先 との団体交渉後の合意の法的性質如何であるが， これを論ず る
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にあた り，重複を恐れず，朝 日放送事件第一審判決の意義について

述べることから始める.

2.判 例にみる使用者概念の拡大への対応～朝日放送事件を中心に～

(1)使 用者性の分割

  前章で述べた とおり，派遣先たる朝 日放送の使用者性 を認めた

第一審判決において，派遣先の団体交渉上の地位 と派遣元である下

請会社の団体交渉上の地位は，相互に補完 し合 う関係にある.つ ま

り，労組法第7条 でいう使用者性の内容について，派遣先，派遣元

双方の使用者たる地位が合わせて一つの完全な団体交渉上の使用者

たる地位を構成する.い いかえれば，団体交渉上の使用者たる地位

が派遣先 と派遣元 との間で，厂労働条件 その他の待遇」のうち支配

力を及ぼ している部分に応 じて分割され，それぞれが獲得する使用

者たる地位は部分的な，不完全なもの となる.

 こうした派遣先，派遣元双方が部分的な使用者になるという点に

注 目するならば， これを使用者概念の拡大 と区別 し，使用者概念の

分割 とみることが可能になる.(6)従 来の使用者概念の拡大におい

ては，労組法第7条2号 の使用者性の認定に当た り，これに否定的

な事実は黙殺するか，過小評価する場合が出てきた.と ころが，そ

うした事実を無視 して，どちらか一方に，完全な使用者性を認める

ということは，結果 として，現実に支配力のない事柄 までも含めて

団交応諾を命ずることにな り，不可能 を強いていることになる.(7)

 しか し，第 一審判決のように，完全な使用者性 を認め るのではな

く，派遣先の支配力の及び うる範囲に限って使用者性 を認めると，

派遣先は合意事項についての履行が可能 となる.こ うした点か らし

              一25一



て，第一審判決の部分的使用者性 とい う判断は使用者概念の拡大 と

は異なったもの と位置づけることができる.

(2)派 遣法 との整合性

 こうした部分的使用者性 という概念は，朝日放送事件の労働委員

会命令においても示 されていたが， とりわけ中労委命令は，派遣法

を強 く意識 したとみられる跡がある.も っとも，朝 日放送事件は派

遣：法施行以前の事案であるため，派遣法が適用されることはない.

しか し，中労委命令が出されたのは，派遣法が施行 された昭和61年

7月 からわずか2ヶ 月後の同年9月 のことである.地 労委命令かち

8年 もの期 間を費やして，中労委命令が出されたことを考 えると(な

お，中労委命令から第一審判決，第_.判 決か ら第二審判決 までの

間は，それぞれ4年 ，2年)， 中労委命令 と派遣法施行 との時期的

な重な りは，単なる偶然ではな く，同命令が派遣法の成立 を見据え

ていたため という推測が成 り立つ と言っては言い過 ぎであろうか.(8)

  また，この中労委命令は，受入会社 たる朝 日放送が 「その就労

に係 る諸条件」について，労組法第7条2号 の使用者に該当すると

している.(9)こ こで注目すべ きは，朝 日放送の団交事項の範囲に

つき，「労働条件」という表現を用いずに，「その就労に係る諸条件」

としていることである.「就労に係 る諸条件」は，労働者の賃金，労

働時間，職場への配置といった狭い意味における 厂労働条件」 とは

区別するという意図が，中労委に働いていたのではないか と思われ

る.(10)さ らに，第一審判決は 「就労に係 る諸条件」 とは勤務時聞

の割 り振 り，休息，作業環境等であ り，これらは労組法第16条 でい

うところの 「労働条件 その他の待遇」に当たるとす る.(11)従 って
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労働協約の対象 とな り，団体交渉の範疇に属すると述べている.(12)

 このように第一一審判決によると，「就労に係 る諸条件」は，「労働

条件その他の待遇」に含 まれ る.派 遣法に よれば，厂労働条件」 を

決定するのは派遣元(下 請会社)と いうことになるかち派遣先(朝

日放送)は 「労働条件」を決定す るこ とはで きない.つ まり，「労

働条件」について決定権限のない派遣先に団交義務 を負わせ ること

はできない.し か し，「就労に係 る諸条件」は 「労働条件」よ り広

い 「労働条件その他の待遇」に当たるとすることによって，派遣先

(朝日放送)に 実質的に決定権限があるとし，団交義務を肯定 して

も，派遣法 と矛盾す ることはない.狭 い意味の 「労働条件」には該

当しないが，「その他の労働者の待遇」に当たる部分 は派遣先が決

定する余地が残されているのである.

 もっとも，派遣法は集団的労使関係に関す る規定を欠いているた

め，派遣先が派遣労働者組合の団体交渉の申し入れに応ずるべ き立

場にあるか否か という問題がある.派 遣法は第40条 で苦情処理制度

を設けているが，(13)こ れが団体交渉 を否定する根拠にはなりえな

いであろう.む しろ，実際の派遣労働が 「派遣先の業務過程を通 し

て実現 される」(i4)も のであるから，その過程 で問題 となる事項，

例えば，派遣先の指揮命令に関するものや，職場環境等が団体交渉

事項 とな りうる.つ まり，指揮命令権や職場環境に関することは派

遣先に決定権限があるといz， こうした事項は労組法第ユ6条の厂(労

働条件)そ の他の労働者の待遇」に該 当するのである.第 一審判決

が 「労務の提供過程で問題 となる諸事項，すなわち，勤務時間の割

り振 り，休息，作業環境等の 『就労に係 る諸条件』に関 して」のみ，

派遣先たる朝 日放送に使用者性を認めたのは， まさにこうした考え
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方に沿った ものだといえる。(15)

 繰 り返すが，朝 日放送事件は，派遣法施行以前の事案である.し

か し，既にみてきたように，第一審判決は派遣法 を視座にいれた判

決であ るといえ(労 委命令 も同 じ)，今後増加するであろう派遣法

適用下での派遣先の団体交渉の当事者性や交渉事項の範囲を巡 る問

題に大きな示唆 を与えたもの といえよう.

 このように第一一 判決は 「就労に係 る諸条件」 を狭義の 「労働条

件」に含めず，「労働条件その他の待遇」 としたが，そこには派遣

法 との矛盾回避に努めた跡が窺 える.し か し，こうした事項につき

派遣先 と派遣労働者組合間で団交が行 なわれ，協約が締結 された場

合， それは労組法第16条 の 「労働条件 その他の労働者の待遇に関す

る基準」，つ まり規範的部分 に当たるわけであるが，果た して，こ

の条項が規範的効力 を持 ちうるのかといった問題が生ずる.

 小括す ると，使用者概念の拡大に対し，朝 日放送事件第一審判決

は交渉事項 を実質的な決定権限に応 じて分割するという判断を示 し

た.こ れにより派遣先は，あらゆる事項を交渉の対象 とするのでは

な く， 自らの支配力の及ぶ範囲内に限 り交渉するわけであるか ら，

履行可能な範囲内の協約 を締結することになる.し か し， こうした

部分的使用者性を認めるに至っても，派遣労働者組合 と，組合員の

契約上の使用者ではない派遣先 との労働協約の規範的効力を巡 る問

題が残 る.

3.労 働委貝会命令にみる使用者概念の拡大への対応

     ～共同交渉方式，⑯ 二段階交渉方式～

労働委員会命令の中には，派遣先に加 えて，派遣労働者の契約上
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の使用者である派遣元にも交渉を促すことで使用者性の拡大に対応

した ものがある.

 1つ は日清製粉事件で，運送請負契約に基づ き，派遣先(日 清製

粉=会 社)の 工場で就労する下請会社(運 輸連)の 従業員の組織す

る組合が派遣先に 「作業班員(=組 合員)た る従業員の処遇」及び

「工場の合理化計画」について団体交渉 を要求 したが拒否されたの

で，救済を申し立てた事案である.(17)栃 木地労委は，不当労働行

為制度における使用者概念につ き 「雇用契約の当事者であるか否か

という市民法的形式的基準によって捉えられるべ きでなく，労働者の

人事その他の労働条件等労働関係上の諸利益に対し，支配力を現実か

つ具体的に有する者も含 まれる」 とし，「本件において雇用契約.}：の

使用者は運輸連であるが使用者権限を実質上行使 しうる者が会社」

であるか ら，「運輸連 と会社が ともに労働組合法第7条 に定め る使

用者 としての地位 を重畳的に有す るもの といわざるを得ない.」 と

した.(18)

 こうして栃木地労委は派遣先たる日清製粉の使用者性を認め， 日

清製粉は 「作業班貝10人 の処遇」及び 「工場の合理化計画」につい

て組合 と誠意をもって団体交渉を行 なわなければなちないとした.

(19)さらに，理由の末尾で 「『作業班員10入 の処遇』に関す る部分

については従来か らの経緯か らみて，会社 と運輸連が連帯 して解決

のため努力 しなければならない事項である.し たがって，本件命令

主文 の趣 旨は，上記団体交 渉について会社ならびに運輸連が連帯

して誠意をもって申立人組合 との間に団体交渉 を行なわなければな

らないもの と判断 したうえ，決定するに至った ものである.」 と述

べている.⑳ 被申立人は 日清製粉のみであったため，申立外の運
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輸連 を主文に加え，団体交渉 を命ずるわけにはいかない.そ こで，

理由の中に，「主文について」 という項 目を設け， 日清製粉(派 遣

先)， 運輸連(派 遣元)双 方が団体交渉に応 じなければな らないと

説 くに至ったと思われ る.

 こうした交渉方式が提示された他の事案 として，福岡市学校給食

公社事件福岡地労委命令がある.(21)市 教育委員会は，市との委託

契約に基づ いて学校給食調理の業務 に従事 していた公社の調理員の

労働条件等労働関係上の諸利益に対し，実質上の支配力，影響力を

有 しこれを行使 してきたか ら雇用契約の当事者 としての公社 と共に，

調理貝の労組法上の使用者たる地位に立つ， と福岡地労委は判断し

た.福 岡地労委はさらに交渉の仕方 として，これ も理由の中で，「先

ず公社が誠意ある団交を改めて行い，合意に至 ちない場合はさちに

公社及び市教委が協同してこれに応ずべ き事 を命ずるを相当と認め

             (22)…主文の とおり命令す る.」               としている.

 このように，栃木地労委の示 した派遣先(日 清製粉)と 派遣元(運

輸連)双 方が連帯 して団体交渉を行 うという共同交渉方式や，福岡

地労委による，まず契約上の使用者である公社が団体交渉 を行い，

合意に至 ちない場合には，公社，市教委が団体交渉を行 うという二

段階交渉方式のいずれの場合にして も；労働契約当事者をも含めた

形で団体交渉の調整 をはかることによって両者を協約締結当事者 と

すれば，労働契約の一・方当事者である派遣元が含まれることにな り，

当該協約に規範的効力が生ずることになる.こ うした交渉方法の提

示は，柔軟性のある労働委員会 ならではの判断に基づ くものといえ

る.(23)し かし，組合員 と契約関係にある派遣元に対 してではなく，

契約関係のない派遣先に対 し，組合員個々人が直接請求権 を有する
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とい う意味における規範的効力が，当該協約に生ずるのか といった

問題が依然として残 る.

4.学 説の状況 と検討

(1)学 説の状況

 派遣労働者の組合と派遣先との間に締結される協約の法的性質に

関 しては，いまだ十分 な議論がなされていない.し かし，これまで

の学説を整理す ると派遣先 と契約関係にない派遣労働者の組合 との

間の協約に債務的効 力しか認めない説と，債務的効力 と規範的効 力

を認め る説の2つ に分かれる.

 まず，実務家の立場か ら，当時，判例や命令において有力になり

つつあった使用者概念の拡大に疑問を提起する形で 厂親企業 と子企

業労働組合との間でたとえ労働条件に関する，正確 にいえば労働者

との待遇の基準に関す る事項について協約が成立しても，所詮債務

的効力しかな く，その実現のためには親企業 をしてまさにその支配

力によって子企業 を強制 し，協約 どおりの内容を子企業に履行 させ

る以外方法がない」 とし，協約の規範的効力への考察を欠いた形で
                   (24)
の使用者概念の拡大を批判するものがある.

 これ と同趣旨のもの としては，労働契約当事者以外の派遣先が労

組法上の使用者 とされ，団交 を経て，派遣元従業貝組合 と協約 を締

結 して も，厂派遣先企業の従業貝は規範的効力に よって労働協約通

りの実施 を派遣元企業に請求することはできない」(25)と する説が

ある.こ うして規範的効力の存在 を否定 した上で，協約内容の履行

に当たっては，派遣先か ら派遣元への現実に有する支配力の行使に

よるしかないとする.
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 つまり， この両説では，(26)労 働契約 当事者以外の者が労組法第

7条2号 の使用者 と認定 され，協約が締結されても，当該協約 には

規範的効力は生 じない.そ こで， この立場は，団体交渉事項 を派遣

先が直接支配力を持つ領域内に限定することで，その者が協約の内

容 を履行できるとする.し か し， この立場によると，組合員 である

派遣元の従業貝は，派遣先 とは契約関係にないから，規範的効力に

より，協約内容の実施 を派遣先に請求することはできない.⑳

 これに対 して，以下に挙げる説は，協約に規範的効力が生 じない

ことを理由に，労組法第7条2号 の使用者を労働契約当事者に限定

す ることはないとするものであるがその理由づけには多少の差異が

みられる.

 まず，第1の 説は次のように説 く.す なわち，契約当事者以外の

第三者が労働協約の当事者となった場合，当該協約に規範的効力が

認められないという点が，雇用契約説 を導 く1つ の根拠 となると考

えちれるか もしれない.し かし，派遣労働 をはじめ複雑多様な労使

関係の実態に即応しえない雇用契約説は否定されるべ きである.従

って，協約の規範的効力の欠如が，直ちに，使用者性判断に影響 を

及ぼす とはいえないとする.〔28)

 次に派遣労働者の組合 と派遣先 との協約について 「規範的効力を

観念 しえない としても，労働条件に関す る協約にも規範的効力を持

たないものはありえ， また債務的効力のみを持つ協約に意味がない

とはいえない」(29)と する説や，協約は 「組合員の労働契約上の使

用者 との間に締結 されるものではないので労組法第16条 の規範的効

力は生 じ得 ない」が，債務的効力を有 し，派遣先は組合に対 し履行

義務を負うので合意の実行性は法的に担保 される(30)と する説があ
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る.い ずれも協約の持つ債務的効力が実行性 を担保することになる

という点から，規範的効力のないことが使用者性を認める妨げにな

らないとしている.

 これに対 し，派遣先 と派遣労働者の組合 との協約に規範的効力を

認める立場がある.こ の立場は，協約条項の うちいわゆる債務的部

分のみならず，労働条件条項について も債務的効力が生 じることに

は問題がないとす る.し か し}規 範的効力が，組合員たる個々の労

働者に，派遣先 との関係において請求権 を発生させ るか，派遣元と

の関係において請求権を発生させ るかで2つ に分かれる.派 遣先に

対 しての請求権が生 じるとす る説は，「派遣先企業 と労働者の関係

は，労働契約関係ではない としても，指揮命令権 と服従義務からな

る一種の法的関係であるとすれば，労働協約中の労働条件条項によ

って規範的作用 を受けることは否定 しえない」 とし，派遣先 と派遣

労働者は直接それぞれ権利 を獲得 し，義務 を負 うことになるとする.

(31)一方，派遣元に対 しての請求権が生 じるとす る説は，厂集団自

治の中で当事者同士が確信 をもってそれに従 うという状況があれば，

そこに規範的効力を認めていい」 とし，「この場合，派遣先 と派遣

元を形式的に切 り離 して考えるのではなく，派遣労働関係における

使用者としての連帯性(派 遣契約を根拠にしても説明で きる)か ら，

派遣先が合意 した協約については派遣元も拘束される」(32)と する.

つ まり，この説によると，派遣先 との協約は，規範的効力によって

派遣元 との間の労働契約に影響 を及ぼすことになる.

 この両説によると，労働条件条項に違反が生 じた場合，個々の組

合員たる派遣労働者が協約条項の実現を請求することができる.た

だし，派遣先に対し請求す るのか，派遣元に対 し請求するのか とい
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った 相 違 が あ る.

(2)学 説の検討

 朝日放送事件前の派遣先の労組法上の使用者性 を巡る判例や命令

は，使用者性の認定に当た り，派遣先に完全な使用者性を認めるか，

あるいは全 く使用者性を認めないか という，いわば，オールオアナ

ッシングの判断の仕方をしてきた.つ まり，この考 え方によれば，

派遣先につ き使用者性が認定 されると，派遣先は，派遣元が権限を

有 している事項 を含めて，団交に応ずべ き立場に立ったのである.

この場合，派遣先 と組合が協約締結に至っても，組合員は派遣先 と

契約関係がないので，規範的効力によって派遣元に協約履行の請求

をすることはできないとい うのが債務的効力しか認めない説の立場

であった.(33)こ の立場によると，契約上の使用者ではあるが協約

締結当事者ではない派遣元に対 し，組合員は規範的効力に基づ き協

約内容を実現 させ ることはできない.そ のため，協約内容の履行に

関し，組合員は，派遣先がその有す る現実の支配力を派遣元へ行使

す ることを期待する外ないとい う不安定な立場に置かれる.

 一方，派遣先の支配力の及ぶ範囲内に団交事項 を制限すれば，協

約が締結されても，派遣先はその範囲内で自ら履行が可能 とな り，

派遣元への働 きかけは不要 となる.こ の団交事項の制限された使用

者の立場が部分的使用者 と呼ばれるものである.こ れで，協約内容

の履行は，派遣元を含まず，完全 に派遣先 と派遣労働者組合の間で

実現 される.し か し，契約上の使用者ではないが，協約締結当事者

である派遣先に対 して，規範的効力により協約内容の履行 を請求す

ることができるののであろうか.す なわち，当該協約中に 「労働条
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件 その他の労働者の待遇に関する基準」が設けられた場合，それは

債務的効力しか持たないのか，それ とも組合貝が派遣先に履行を請

求できるとい う意味での規範的効力をも有す るのか といった問題が

残る.

 当該協約 中の 「労働条件その他の労働者の待遇に関する」条項が

債務的効力を有す るとい う点に関しては疑問の余地がない といえる.

そこで債務的効力に加え，規範的効力の有無が問題になるが， この

点の検討に移 りたい.

 まず，組合員に派遣先への請求権が生 じるとす る説は，派遣法下

の派遣先 と派遣労働者の関係 を，労働契約関係ではないが指揮命令

権 と服従義務からなる一種 の法的関係であるとし， ここにその根拠

を求める.(34)

 思うに，労働協約の当事者は労働組合 であって，組合員たる個々

の労働者ではないが，協約の規J的 効力によって，組合員は権利を

獲得 し，義務 を負 うのである.つ まり，請求権が組合員個々に発生

することになるのである.派 遣先 と派遣労働者間に指揮命令権 と服

従義務かちなる一種の法的関係があるとしても，協約の規範的効力

がその内容 を規律すべ き労働契約が存在 しないのであれば，規範的

効力は及びようもない.そ のためか，この説は，規範的効力ではな

く，規範的作用 という表現を用いている.(35)こ うした用語の使い

分けか らすると，この立場は，準規範的効力なるものを想定 してい

るように思える.し か し，労働協約による集団的規制 を，労働者対

使用者とい う個別的な関係へ と及ぼす場合には，指揮命令権 と服従

義務からなる一種の法的関係 といったものではな く，労組法第16条

の条文にあるように，やはり契約関係の存在は大前提になるのでは
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ないだろうか.

 これに対 し，当事者が抱 く，協約 を遵守す るとい う確信が規範的

効力を生み，労働者派遣契約を媒介にその効力が協約締結当事者で

ない派遣元に及ぶ とす る説がある.(36) しか し，派遣先が締結 した

協約の効力が果たして，締結当事者でない者の契約内容 に働 きかけ

ることができるのであろうか.労 組法第16条 は，協約締結主体の使

用者と契約締結主体の使用者の一致を想定 しているのではないだろ

うカa.(37)

 従って，派遣先 と派遣労働者組合間の協約は，派遣元 との関係で

も，派遣先 との関係においても，規範的効力は持 ちえないと考えるが，

派遣元，派遣先双方 を団交当事者とすることによって組合員の派遣

元に対する請求権を発生 させ る規範的効力を持つ場合がありえる.

以下ではこの点について述べてい くことにする.

(3)派 遣先 との協約の効力～派遣法 との関係において～

 派遣法の想定する派遣労働において，具体的な就業に伴 う問題は，

「(労働条件)そ の他の労働者の待遇
」に該当す るとし，派遣先に

決定権限があるということは第2節 で述べてきた.一 方，狭義の「労

働条件」の決定権限は派遣元にある.

 労働条件の基本的部分 ともいえる派遣労働者の賃金は，派遣労働

者の労働の対償 として，派遣元 と派遣労働者間の労働契約に基づ い

て支払われる.し か し，現実の派遣就労において，派遣労働者の賃

金 と，労働者派遣契約中の派遣料金(38)は 密接な関係がある.つ ま

り，派遣労働者の賃金額が派遣料 との関係 で決 まって くることが十

分に考えられる.こ の場合，派遣契約が有名無実化 し，派遣先が一
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方的に派遣料を決定 しているとい うことであれば，派遣先が実質的

に派遣労働者の賃金を決定 していると認められよう.こ れは，派遣

法 を逸脱 した事案である.問 題になるのは，派遣先が一方的ではな

く，派遣元 と派遣先双方が合意の上で派遣料を決めた場合である.

派遣元 と派遣先が合意の末締結 した派遣契約の結果 として，派遣料

が決まった場合，果たして派遣先 も賃金に関して団体交渉義務を負

うのだろうか。

 派遣元 と派遣労働者間の派遣労働契約 と，派遣元 と派遣先間の労

働者派遣契約 とは別個なものである.し かし，派遣元が派遣労働契

約に基づいて派遣労働者に支払 う賃金が，労働者派遣契約により派

遣先が派遣元に支払 う派遣料をその源資 としている以上，賃金に関

して，派遣先の影響力を全 く否定できないことは確かなことといえ

よう。(39)

 仮にこうした場合，労働者派遣契約を根拠に，派遣元，派遣先両

者を団体交渉当事者 とすることが認め られれば，締結 される協約は，

契約上の使用者が協約上の締結当事者となっているため，規範的効

力が生 じることになる.た だし，派遣先の使用者性の認定に当たり，

派遣契約 を媒介 として派遣先の及ぼす影響力の度合 いが問題 となっ

て くるが，直接的，実質的な影響力ではないという点がネックにな

ると思われる.な ぜなら，判例や命令においては，労働関係上の諸

利益に実質的な影響力または支配力を及ぼしていることか ち，契約

上の使用者以外の者に使用者性を認めた例が多いからである.

 しか し，使用者性認定の基準につ き 「被用者の労働契約上の諸利

益に何 らかの影響力を及ぼ しうる地位 にある一切の者は使用者たる

地位 を有するということができる」(40)と い う説がある.こ の説 を
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派遣先の使用者性の認定に適用 しうるかは若干の検討 を要するが，

これを緩やかに解せば，派遣法下における派遣先 も，賃金に関 し，

団体交渉義務 を認め られる余地があろう.な ぜならば，派遣法下の

派遣労働においては，特に賃金について，派遣先が派遣契約 を通 し

てその源資となる派遣料 を支払 うとい う形で影響力を及ぼしている

からである.従 って，派遣契約を根拠に，派遣元だけでな く，派遣

先も合わせて交渉当事者とした方が有意義かつ実効性のある交渉 と

なると思われる.

 このように，派遣元 と派遣先双方が当事者 となって交渉 を行 い，

協約が締結 された場合に初めて，規範的効力が認められ ると解 され

る.た だし，その場合 も規範的効力は，契約上の使用者である派遣

元との間においてのみ生 じ，派遣先 との間では規範的効力は生 じな

い.ま た，派遣先が派遣料金について一方的に決定 しているような

派遣法の想定 しない派遣就労においては，派遣先に団交義務が認め

られることになろうが，派遣先と派遣労働者に労働契約が存在 しな

いことから，派遣先 と組合の協約は規範的効力は持たない.

 以上，述べてきたように，派遣元 と派遣先双方 を共同交渉当事者

とした場合以外は，派遣先 と組合は規範的効力を持たない協約 を締

結す るに過 ぎない.し か し，規範的効力は持 たないとして も，債務

的効力はあるか ら，派遣先は組合に対 して履行の義務 を負 うことに

なる.本 来，規範的部分 であれば，使用者が当該部分につき違反 を

生 じた場合，組合のメンバーである個々の組合員は規範的効力によ

り，労働協約通 りの実施を使用者に要求できるはずである.し か し，

派遣先 と派遣労働者間のように労働契約が存在 しない場合において

は，派遣先 と組合の協約は規範的効力はない.と はいうものの，債
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務的効力はある.そ の結果，協約当事者は当該協約の規定につき，

それを遵守 し履行す る義務を負 う.(A1) そして，違反が生 じたとき

は，協約当事者一方が他方に履行請求，あるいはそれによって生 じ

た損害の賠償 を求めることができる.つ まり個々の組合員ではな く

組合が請求権を有することになる.こ うして協約の実効性 も確保 さ

れ るのである.(42}

5.結 びに代えて～残された問題点～

 派遣労働者の組合 と派遣先間で締結 される協約は労働条件条項に

関して も，債務的効力 しか有 しないと結論付けてきた.朝 日放送事

件第一審判決においてみられたように，作業環境 は規範的部分に該

当するはずであるが，朝 日放送 と下請会社従業員間に労働契約関係

が不存在のため，同部分 は規範的効力は持 ちえず，債務的効力 を有

するに過 ぎないことになる.し かし，作業環境のように労働者の集

団的取扱いに関す るものは，組合員個々による請求では実現がはか

れない事態 も予想 され，こうした場合には，まさに組合 自身の請求

による実現に期待がかけ られるといえよう.(43)特 に労働契約上の

使用者ではない派遣先の職場で，派遣先の指揮命令 を受ける派遣労

働においては，職場環境のあ り方が交渉事項 となることが考 えられ

る.こ うした場合，労働協約中の職場環境の条項は債務的効力を有

す るに とどまり，組合に請求権が生ずることになるのである.

 なお，派遣先 と組合の協約に，派遣先が違反した場合，協約内容

の遵守を求めて，組合は争議行為 を行 うことがで きるのか.本 章の

最：後にあた り，この問題に触れておきたい.団 交，協約，争議行為

を一連のシステムとして とらえると，組合は派遣先の職場での派遣
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就労を行わない争議行為が可能 となる.(44)つ まり，派遣先 と派遣

労働者組合の間においても，団体交渉の延長線上 として争議行為を

とらえれば，組合による派遣就労の拒否 という争議行為は，派遣先

との関係では正当という解釈が成 り立つのではないか.正 当な争議

行為 と評価 されれば，民事免責，刑事免責，不 当労働行為による保

護 を受けることになり，また，派遣元 も当該争議行為 を理由に，損

害賠償請求や不利益取扱をす ることは許 されない.

 もっとも，派遣労働者が派遣先の指揮命令 を受けて派遣先へ労務

を提供す ることが，派遣労働契約に基づ く派遣元への労務提供にな

るのであるから，派遣先に協約内容の履行 を実現させ る実力行使 と

しての派遣就労の停止は，結局，問題解決能力のない派遣元への労

務不提供 とな り，(45)法 的保護 を受けないという考え方もあ りうる

のではなかろうか.(46) いずれにせ よ，組合の争議行為の正当性の

有無に関わらず，労務の不提供 とい う事実に変わりはないから， ノ

ーワー ク ・ノーペイの原則によ り，派遣元は派遣労働者への賃金支

払義務 を免れることになる.ど ちらも，試論の域を出るものではな

いが，派遣先の協約違反に対す る組合の争議行為の正当性について

は，派遣元，派遣先二者間の問題が絡み，複雑 な展開が予想され る.

(47) (48)

(1)川 口實 「不 当労働行為 の主体 」労働法の争点(新 版)56頁.

(2)労 組法第16条 は 「労働協約に定め る労働条件 その他 の労働者の待遇に関

  す る基準に違反す る労働契約の部分は、無効 とす る.こ の場合 において

  無効 となった部分は，基準の定めるところによる.労 働契約に定めが な

  い部分 につ いても， 同様 とする.」 と規定 しているが，派遣先 と派遣労

  働者組合間で協約が締結 されて も，両者間には規範的効力が及ぶべ き労

  働契約が存在 しないのである.キ ャバ レー経営会社 は， キャバ レーで演
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  奏請負業務に従事 していた楽 団貝 との関係において，労組法第7条 にい

  う使用者の立場に立つ とした阪神観光事件最高裁判決(最 一小判昭62・

  2・26労 判492号6頁.)で は，別訴(大 阪高判昭55・8・26労 民集31巻

  4号902頁.最 高裁 は上告 を棄却 した.昭62・3・12中 労時報768号25頁.)

  でキャバ レー経営会社 と楽団貝 との間に労働契約 関係の存在 が肯定 され

  ているが， このように派遣先 と派遣労働 者 との間に労働契約の存在が認

  め られ る場合 を除けば，協約の規範的効 力を巡 る問題が生ずち.

(3)派 遣先 と派遣労働者組合 間の団交後の取 り決 めに関 し，脇 田教授 は，労

  組法 では労働 協約 の締 結当事者 につ き，「使用者」 と定めて いて契約当

  事者 とは言っていない とし， さらに，「派遣労働者，派遣労働者の組合，

  派遣先の関係で1つ の集団的 な自治の場が考 え られて，そこで労働条件

  の規範を定めれば，規範的な効力 をもって適用され るとい うことが十分

  ありうると思い ます.そ の ように考える とこの集団的規範は立派な協約

  では ないか と思 うのです.」 と発言 しておられ る.竹 下英男 ・清水洋二 ・

  脇 田滋 「派遣法 と集 団的労使 関係」(座談会)労 旬1133号17頁 ，18頁.

(4>正 式には 「労働者派遣事業の適正 な運営の確保お よび派遣労働者の就業

  条件の整備 などに関す る法律」.昭 和61年7月1日 か ら施行.以 下，派

  遣法 とする.

(5)朝 日放送事件東京地判平2・7・19労 判566号17頁.な お，事件 の概要，

  判 旨については，第2章 で，その分析 とともに詳述されてい る.

(6)馬 渡淳一郎 「派遣 ・下請労働者の派遣先 ・発注企業 との団体交渉権 一 『使

  用者』概念 を中心 一」山口経済学雑誌37巻5・6号338頁.

(7)阪 神観光事件最一小判昭62・2・26前 掲8頁.最 高裁はキャバ レー経営

  会社が楽団貝に対す る関係 において労組法第7条 にい う使用者た る立場

  に立つ としたが， 同会社が①楽団貝個 々のテス ト，面接 をしていなかっ

  たこと，②楽団員の氏名，住所，担当楽器等の確認 をしていなか ったこ

  と，③ 履歴書，誓約書等 を要求 した事実が ないこ と，④後任 の選定 も含

  め て，楽団員の差 し替 えに全 くノー タッチであったこ と，⑤ 演奏料 を，

  各楽団ご とに定め，個々の楽団員に対 してではな く，バ ン ドマスターに

  一一括 して支払 っていたこ と，⑥楽 団員の出退勤，早退，遅刻 につ いての
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  管理 を行 っていなか ったこ と，等の使用者性 の認定にあた り，マイナス

  に働 く事実 を列挙 しつつ も， こうした事実は結論 を左右す るものではな

  い として退けている.な お，同判決の詳細については，第1章 を参照 さ

  れたい.

(8>黒 田嘉次郎 厂朝 日放送事件高裁判決(平 成4年9月18日)に ついて」 中

  労時報863号33頁 は，「本件は団交拒否事件 であ り，早期に最：終的に団交

  を行な うべ し，あるいは行 わな くて よい旨の判断を下す必要があ る事件

  であるに もかかわ らず，初審申立てか ら高裁判決まで15年 もの長年月 を

  経過 していることは，労働委員会の存在価値の問われ る大 きな問題であ

  る.」 として，判断が下 されるのに長期の時間が費や された ことを批判

  する.

(9)中 労委命令昭61・9・17労 旬1165号69頁 ， なお大阪地労委命令昭53・5・

  26労判301号96頁 において，朝 日放送は限定 された事項(勤 務内容な ど

  朝 日放送の関与す る事項)に つ き， その関与する程度に応 じて，組合員

  に対す る使用者責任 を負 うもの と認め られ るとしてい る.

(10)馬 渡 ・前掲論文339頁.

(11)東 京地判平2・7・19労 判566号17頁.第 一審判決の中では，「労働条件

  その他の待遇 」 とい う表現が使われてい るが，労組法第16条 では，厂労働

  条件その他の労働者の待遇」 となってい る.

(12)東 京地判平2・7・19労 判566号30頁.原 告である朝 日放送側 は，「就労

  に係 る諸条件」は労働条件に関 しない事項 であり，労働条件 以外の問題

  につ いての交渉は団体交渉の範疇に属 さないと主張 していた.

(13)本 条違反に関 しては，罰則の定めはな く必要 に応 じ，行政庁 による指導，

  助言が行なわれることになる.

(14)西 谷敏 「労働 者派遣法 と集 団的労働関係」月刊労委労協366号12頁 ，高

  橋 貞夫 「派遣労働者 と集 団的労働関係 一団体交渉の使 用者性 を中心 にし

  て一」月刊労委労協372号12頁 ，馬渡 ・前掲論文338～339頁.

  これに対 し，派遣法に沿った派遣労働が行なわれてい る場合に派遣先 を

  団体 交渉の相手方にす るこ とに否定的な見解 もみ られ る.高梨昌編著 厂詳

  解労働者派遣法」 日本労働協会(昭 和60年)311頁 ，安 西愈 「労働者 派
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  遣法の法律実務 」総合労働研 究所(昭 和61年)417～419頁.な お，この

  安西弁護 士の見解に批判 を加 える論文 として，中野麻美 「派遣法の課題

  と問題点一 派遣労働ネ ッ トワー クを通 して一」季労169号61頁 ，64頁.

(15)な お，東京高判平4・9・16労 判624号64頁 に よると，労働者の賃金，

  労働時 間，職場への配置等の基本的な労働条件 の決定権 限が ない者 は，

  基本的でない労働 条件である 「就労に係 る諸条件」に関 しても決定権 限

  は持 ちえない.こ の立場では，派遣法におけ る派遣先は基本的な労働条

  件 の決定権 限はないため，労組法第7条2号 の使用者 と認定 され る余地

  はな くな る.

(16)道 幸哲也 「重畳的使用者概念の必要性 一朝 日放送事件 ・東京高裁判決の

  研 究」労旬1311号22頁.共 同交渉 というと，複数組合 が共同 して使用者

  と交渉に当た る方式 を指すが，道幸教授は， 派遣元，派遣先双方が同一

  の使用者 グループ となり，組合 と交渉 に臨む方式 を共同交渉方式 と呼 ん

  でお られる.

(17)栃 木地労委昭48・2・2別 冊中労時報848号12頁.

(18)栃 木地労委昭48・2・2別 冊中労時報848号21～22頁.

(19)栃 木地労委昭48・2・2別 冊中労時報848号12頁.

(20)栃 木地労委昭48・2・2別 冊中労時報848号22頁.

(21)福 岡地労委昭58・6・6命 令集73集416頁.

(22)福 岡地労委昭58・6・6命 令集73集435頁.

(23>中 窪裕也 「下請企業労働者 と労組法7条 の使用者一朝 日放送事件一」ジ

  ュ リ1017号97頁.

(24)宮 本光雄 「企業倒産 と労働法の諸問題」労経速1143号16頁.

(25)香 川孝三 「団交の当事者 と使用者概念の拡大」季労134号22頁.

(26>宮 本 ・前掲論文1&頁 ， 香川 ・前掲論文24頁.

(27)宮 本 ・前掲論文，香川 ・前掲論文 とも，債務 的効力に よる実効性 の確保

   については言及 していない.

(28)馬 渡 ・前掲論文331頁.

(29)山 川隆一 「キャバ レー経営会社の楽団員に対す る使用者性一阪神観光事

   件 一」 ジュ リ939号200頁.
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(30)菅 野和夫 「業務処理請負契約による就労先企業の団体交渉上 の 『使用者

  性』の有無」ジュリ1Q27号134頁.

(31)西 谷 ・前掲論文13頁.

(32)脇 田滋 「労働者派遣法の問題点」労旬1133号7頁.

(33>宮 本 ・前掲論文16頁 ，香川 ・前掲論文22頁.

(34)西 谷 ・前掲論文13頁.

(35)西 谷 ・前掲論文13頁.

(36)脇 田 ・前掲論文7頁.

(37)宮 本弁護士は，「親企業 との協約が子企業 とその従 業員 との間に法16条

  の効力 を及ぼす とい うの であろうか.」 と述べ てお られ る.宮 本 ・前掲

  論文29頁.

(38)な お，派遣料金は， 派遣法第26条 で定める労働者派遣契約の必要契約事

  項でないため，その定めは当事者 の自由に委ね られているが，通常は対

  価の支払 いが契約の内容 となっている.

(39)な お， この点につ き，派遣料が実質的に派遣労働者の総：賃金額に派遣元

  の手数料がプラスされているにす ぎないことか ら，派遣料に労務の対償

  的性格 を認め，それ を支払 う派遣先に賃金の団体交渉義務 を認め る立場

  がある.片 岡昇 ・脇 田滋 ・豊川義明，綱本守 ・安部昌男 「派遣労働者の

  団体交渉権 一朝 日放送事件高裁判決の検討 一」(座談会)労 旬1302号23，

  24頁 ，豊 川発言.他 に，豊川義明 ・津留崎直美 ・森信雄 ・飯高輝 ・綱本

  守 「判例解説/民 放労連地区労組朝 日放送事件 ・東京高裁判決(1990・

   7・19)派 遣労働 者 と派遣先 との団体 交渉権」労旬1249号57頁 において，

   「『賃金』 につ いて も，派遣料金が，実態的 に見れば派遣労働 者の労働

  の代償的性格 をもっていることは当然であって，派遣労働者の賃金問題

  は，派遣先 との 『派遣料金』ア ップの団体 交渉 を通 してのみ，真 に有効

  な解決 を求め ることがで きよう.」 と説いてある.

(40)岸 井貞男r不 当労働行為 の法理論」総：合労働研究所(昭 和53年)148頁.

(41)菅 野和夫 「労働法第三版」 弘文堂(平 成5年)489頁.

(42)派 遣先 の協約違反に対す る組合の損害賠償請求権 に関 しては，組合 の受

  け る損害が評価 しに くいのが実情であ る.し か し，不 当行為 の場合に も
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  損害賠償額の算定 が難 しい場合があ り，損害額 の算定の困難 さを理 由 と

  して，協約違反に損害賠償義務が ない とはいえない.

(43)菅 野 ・前掲書490頁.

(44)竹 下他 ・前掲座談会20頁 ，脇田発言に よると，派遣労働者の組合は，団

  交が決裂 した場合，派遣先に対 して実力行使 としての争議行為が行なえ

  るこ とにな る.脇 田教授 は団交，協約の帰結 として，派遣先 を相手方 と

  す る争議行為 が可能 となると考えておられ る.ま た，宮本弁護 士は，派

  遣先が労働時間，休息，休 日等の違 反問題につき団交義務 を負 う使用者

  とされる余地が あるとした うえで， さらに，「争議行為 の宛先 は雇用主

  たる派遣元 だけ でな く，派遣先 もその対 象 とな りうる.」 と述べ てお ら

  れ る.宮 本光男 ・ 「知 っておきたい派遣法 とその留意点 ・下 ～時間は派

  遣先に団交義務～」労働新聞昭和60年8月19日.

(45)横 井 芳弘 「派遣労働 者の法的地位 一私法上の権利 義務 関係 を中心 とし

  て一」季労140号9頁.

(46)な お，派遣法第27条 は労働者派遣契約の解除禁止理 由の1つ として，派

  遣労働者が労働組合の正 当な行為 をしたことを挙げている.派 遺先に対

  して，協約内容 の履行 を求めてなされる派遣就労の停 止が，正当性の な

  い争議行為 と評価 され ると，派遣先は派遣契約 の解除が可能に なるので

  あろうか.

(47)派 遣労働者組合が派遣就労の拒否 とい う争議行為が行 えるか という問題

  を扱 った論文に以下 のものがある.菅 野・前掲論文134頁 ， 近藤昭雄 「社

  外工の争議行 為 と不法行 為責任」労判268号14頁 ， 同 「労働 者派遣法の

  適用 をめ ぐる諸問題」季労140号27頁.菅 野教授は下請従業員に よる労

  務 の不提供は，下請会社が決定権 限を握 る事項に関する圧力行為 として

  なされる場合 には正当な争議行為 になると述べ てお られる.ま た，社外

  工の争議行為 に関 し，近藤教 授は，「社外工の特殊性のゆえに， 多 くの

  場合 その争議は必然的，直接的に親企業の業務 阻害 をもた らさざるをえ

  ない し，(場 合に よっては，親企業 その もの を対象 とせ ざるをえないこ

   とに もなる.)」 と解 されてお り， この論理は，派遣法施行後 において も

  妥 当しうると述べ てお られ る.
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(48)道 幸哲也 「団体権保障の法理 ・上一団交拒否紛争 をめ ぐる判例法理の展

  開 と問題点」労旬1273号12頁 は，派遣先(元 請会社)に 労組法上の使用

  者性が認め られた場 合に，厂元請会社 を相 手方 とす る争議行為の正 当性

  が争点になる.」 とした上で，「団交→協約→争議 というシステムをその

  まま適用で きるか否かについてはやは り残 された論点 である.」 と説か

  れ る.

  なお，派遣法下の派遣労働者組合 の争議行為 に関 しては，本来ならば別

  に1章 設けて論 じる必要 があるほ ど，複雑な問題 を含んでいるが， あ く

  まで，派遣先 との協約 との関連において問題 となる，労務の不提供 とし

  ての争議行為について述べるにとどめた.

 第1章 と第3章 は， もと独立の論文 として作成 された もので，重

複する部分を少なか らず含んでいた.本 稿では執筆者間で話 し合 い，

その部分を中心に調整 した.ま た両章の繋ぎとして第2章 を書 き加

えたが，これは無 くもがなであったろ うか。
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